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茂 山一 一 日 広 恵 

ためには， 国家横断的な 市場ないしセバメント 
1. グローバル戦略 

の 開発が必要であ る ( 竹内・ポーター 1986)   

国際競争戦略のパターシについて ， PO,ter この立地特殊優位とバローバル な 競争優位を連 

(1986) は包括的なモデルを 提示した． 彼は ， 結することによって 当該多国籍企業の 優位性が 

事業が国毎の 基準で競争行動を 展開するのか もたらされると 考えられている．その 際国家 横 

( マルチドメスティック 戦略 ), グローバル な基 断 的な資源の配置とその 資源の展開が 重要とな 

準 でそれを行うのか ( グローバル戦略 ) という る ． マルチドメスティック 戦略と比較した グ 

基本的な戦略選択のパターンを 類型化している   ローバル戦略における 管理上の特徴は ，多国籍 

そしてその選択にあ たって大きな 影響を与える 

のが業界構造 ( グローバル産業かマルチドメス 

ティック産業 ) であ るが，傾向的には 家電や自 

動車業界の日本企業が 1970 代から 80 年代にかけ 

て選好したシンプルバローバル 戦略からグロー 

バル戦略 へ ， ヨーロッパ系多国籍企業に 代表さ 

れるマルチドメスティック 戦略からグローバル 

戦略へと向かっていることが 指摘されている． 

KoCut (1985) に よ れば， グローバル戦略は ， 

2 つの形態の優位性，すなわち「立地特殊優位 

性」と「競争優位」に 基づいている・ 立地特殊 

優位は，諸国間の 要素および要素費用や 政府政 

策の違いを利用することによって 確保される． 

また， この優位性の 機会を求めて ，為替レート 

の 変動，税の最小化，資本コスト ，原材料コス 

トおよび原材料人手可能性に 基づいて， その立 

地ないし能力を 諸国間でシフトさせる． これら 

はロジスティックスを 構築する際に 考慮すべき 

主要問題でもあ る． グローバル な 競争優位は， 

国際的な規模の 経済，範囲の 経済，諸国市場横 

断的な組織学習 (GhoshaI 1987) を通じて開 

発される． この国際的な 規模の経済を 利用する 

的 ネットワーク 内での資源の プ ロ一の管理であ 

る． これら資源の プ ロ一には，製品，原材料， 

部品 口 および種々の 生産設備をはじめ ，有形・虹 

形の資源を含んでいる (Ba ㎡ ett & Ghoshal 

1989). グローバル戦略を 追求している 企業に 

とって，資源のフローは ，立地特殊優位と 競争 

優位を連結する「 要 」となるもので ，その欠如 

はあ りえない (Roth, Schweiger& Morrison 
1991), KOb,in (l991) は， グローバル産業に 

おける企業と 立地横断的な 企業内資源フロ 一の 

レベルの増大とが 結びついていることを 示唆し 

ている． 

企業内の国家横断的な 資源のフローは ， グ 

ローバル戦略を 追求している 企業内での高度な 

調整を必要とする (Porter l986). これは資源 

のフローが子会社間の 相互依存性を 生み出し 

特に互恵的相互依存性 (Tompson1967) をも 

たらす場合には ， 国境を超えた 高度の調整を 必 

要 とする． このように， これまでの研究は ， グ 

ローバル戦略の 追求が立地間の 国家横断的な 調 

整の高度化を 示唆している． 国際的なロジステ 

ィックスを構築することは ，立地特殊優位と 規 
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模の経済を組み 合わせ， また多角化企業の 場合 

は範囲の経済を 利用し多様なニーズに 適応で 

きる柔軟性と 低コストを獲得できるものでなけ 

ればならない．そのためには ， 国境を超えて 知 

識， ノウハウなどの 共有化を図るとともに ， 活 

勅問 の グローバル な 調整を行わなければならな 

い・ しかし問題は ， これらの調整をどのよう 

に行 う のかということであ る． また，国際的な 

配置に関しては ，多国籍企業間ではそれほど 差 

異 はなくなってきており ， それらの分散化した 

拠点間の関係のマネジメントが 企業の優劣を 決 

めるという指摘もあ る (Hamel & Prahalad 

1988). つまり， これらは組織ないし 管理の問 

題に帰することになる・ 本稿では，以上のよう 

な 観点から，多国籍 業 における調整メカニズム 

を検討しそれに 基づいて概念的な 仮説的モデ 

ルの構築を試みる 1). 

Ⅱ． 国鋒鱗伐略 と組織 

1 . 多国籍企業の 組織への伝統的アプローチ 

企業が国境を 超えてその成長を 図り，海外直 

接投資による 海外オペレーションの 増大，そし 

てそれに伴う 多国籍化は，組織や 管理の側面で 

も 大きな変革を 要求する．多国籍企業は ，組織 

において今日最も 複雑な形態であ ろう．多国籍 

企業の組織に 関する研究は ， 主にコンティンジ   アプローチでなされ ，その中心は ， 

戦略と組織の「適合」であ り， 「発展段階」で 

あ る・ Egelhoff (1991) は，多国籍企業におけ 

る「組織の性格」についての 研究は ， 次の 2 つ 

のトピックに 焦点を当ててきたとしている． 

，どのような 種類の組織デザインが ， 良好な 

多国籍企業のパフォーマンスに 寄与し， ど 

のような戦略条件および 環境条件の下で ， 

他の形態よりもあ る一つのデザインの 形態 

が選好されるのか． 

  どのように，多国籍企業の 組織デザインが 

時間とともに 変化し進化してきたのか・ 

そしてまたどのような 要因がこの進化を 引 

き起こすのか． あ るいはそれを 説明するの 

か   

同様に， Hedlund & Rolander (1990) は， 

チャンドラー 以来の伝統的な 考え方を「戦略 一 

構造パラダイム」 (Strategy 一 Structure Pra- 

digm:SSP アプローチ ) として特徴づけ ，それ 

以後多くの研究がこのパラダイムに 基づいてな 

されてきたことを 示唆している ( たとえば， 

Stopford  &  Wells  [1972],Franko  [1976],Gal- 

braith  &  Nathanson  [1978 」 を参照 ).  そして 

これらの研究は ， マクロ構造を 中心に分析がな 

されたが，後によりミクロに 組織デザイン 変数 

(Galb,aith l973) として精微化され ，組織プ 

ロセスへの検討へと 展開してきた ( 蔵 垣 1993). 

これれは主に ， コンティンジェ               ァプ 

ローチが中心的にとられ ， 「分化 -- 統合」問題 

として扱われてきた． 

2. 多国籍企業の 組織に関する 新しいモデル 

1980 年代後半より ，多国籍企業における 管理 

や組織に関する 新しい方法への 関心が高まって 

いる (Hedlund l986, Per ㎞ utter&Trist1986, 

Prahalad &  Doz 1987, Ba ㎡ ett &  Ghoshal 

1989). これらのモデルの 多くは，従来の 組織 

デザイン変数よりも 多元的な組織デザイン ，統 

合化および調整メカニズムを 取り扱っている． 

また，環境の 複雑性のみならず ， 自社能力の特 

質 にかなり焦点を 当ててきている． ここでは， 

代表的な新しいモデルについておもに 調整 メヵ 

ニズムに焦点を 当てて検討する． 

Ⅲ トランスナショナル・モデル 

BartIett& Ghoshal (1989) によれば，組織 

のタイプに大きな 影響を与える 第 1 の要因は， 

企業が自社事業の 戦略要求に自社能力を 適合さ 

せる必要性であ る．換言すれば ，企業のパフ 

ォーマンスは ，業界で主に 要求される戦略と ， 

自社の戦略能力の 適合に基づいてる． 国ごとに 

大きく異なる 現地市場への 適応が主な戦略課題 

となる業界 (Porter [1986] の いう マルチ ドメ 

スティック産業に 対応 ) では， 各現地国環境に 
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おける差異に 対する高度の 反応性が成功の 鍵と 

なる． グローバル効率性が 決定的に重要な 業界 

( 同じくグローバル 産業に対応 ) では， グロー 

バル な 規模の経済が 成功の鍵となり ，現地国市 

場への個別対応、 よりも，統一白りに 世界市場を扱 

う ことが最も適している． また，国際的製品ラ 

イフサイクルが 妥当する業界では ， このライフ 

サイクルを効率的かっ 柔軟に管理する 能力が成 

功の鍵となり ，本社のもっ 技術，知識の 移転が 

重要となる． 

国際的な組織のタイプに 影響を与える 第 2 の 

要因は，経営伝統 く 、 nmini,t,"tive h 。 ， it"g 。 ノ 

であ る・彼らに ょ れば，「経営伝統は ，当該 企 

業の最大の資産の 一つとなりうる   その 鐘 と 

なる競争力の 根本的源泉   が，それが変化に 

抵抗し それによって 戦略能力の再編成ないし 

拡大を妨げるがゆえに ，大きな負債でもあ る」 

(p. 33) とその影響を 強調している・ 中でも 最 

も 影響力の大きい 要因は，企業規範やプライオ 

リティへのリーダーシップの 影響力，根源的な 

価値や慣習への 本国文ィヒの 影響力，その 組織の 

歴史の影響力をあ げている (pp.41-48). これ 

らの要因が，その 組織属性に反映され ，組織プ 
ロセス上の特徴を づ くり出していると 見ること 

ができる． 

これら 2 つの要因，戦略能力と 経営伝統にょ 

り，国際ビジネス 環境で活動する 企業および 組 

織 モデルを 3 つのタイプに 識別する．すなわち ， 

国の違いに対する 反応，性を通じて 強力な現地プ 

レゼンスを構築する「マルチナショナル 企業」 

が用いる「マルチナショナル 組織モデル」， 世 

界 的に標準化した 製品で中央集中的なバローバ 

ル な 規模の経済によりコスト 優位を構築する 

「バローバル 企業」が用いる「バローバル 組織 

モデル」，本社のもつ 革新的 製 R 。 や加工技術等 

の能力・知識を 海外オペレーシ ， ンに 適用する 

ことで優位性を 築く 「インターナショナル 企 

業」が用いる「インターナショナル 組織モデ 

ル」であ る． 

「マルチナショナル 組織モデル」は ，典型的 

には第 2 次世界大戦以前に 多国籍化していった 

ヨーロッパ企業に 当てはまる， 海外 d ペレー、 ン 

コ ンが他の市場と 現地市場を区別する「差異」 

に反応することができる よう に，組織の資産や 

能力を分散化し 多くの権 限を委譲する． この 

結果生じる組織の 特徴は， 「分権 的連邦制」 

く d 。 。 。 ntn, 。 d f 。 d 。 ， ation ノ であ る・ この場合， 

本社と海外子会社の 間の活動間の 相互依存性は 

低く，調整をそれほど 多く必要としない．組織 

プロセスは，公式構造や 公式システムよりも 派 

遣マネジャーとの 個人的な関係や 非公式のコン 

タクトの上に 築かれる． 

「バローバル 組織」は，資産，資源，権 限の 

集中化に基づいている・ 海外子会社の 役割は， 

販売とサービスに 限定される． そして海外子会 

社は， 本国本社で立てた 計画と方針を 実行する 

出先機関として 位置づけられる． これは， Po,- 

ter [1986] の国際競争戦略の 類型でいえば ， 

海外マーケティンバを 除いて多くの 機能を地理 

的に集中配置しそれらの 機能間の調整を 高度 

に行な う という 「シンプル・バローバル 戦略」 

に相応、 している． この場合の調整メカニズム と 

しては，階層権 限が用いられ ，本社集権 的であ 

る． そのため，本社と 子会社間および 子会社間 

の関係は，中央集中的な 結びつきの中で ，子会 
社が本社に依存してタイトにコントロールされ 

る・製品，知識のフローは ，本社から海外千金 

社 へと一方向的であ り，子会社の 本社への依存 

性をつくりだす．彼らはこの 組織を「中央中枢 

型」 く central hub ノと 名づけている． 

第 3 の「インターナショナル 組織モデル」は ， 

権 限の委譲を進めながらも ，精微な管理システ 

ムによって全体のコントロールを 維持しようと 

するものであ る．公式的経常計画とコントロー 

ルシステムによって 本社と海外子会社が 密接に 

結びつられている． 現地の子会社は 新しい製品 

を 適用する自由はあ るが，新しい 製品，工程， 

アイディアに 関しては本社に 大きく依存してお 

り， マルチナショナル 企業よりもはるかに 大き 

な調整とコントロールが 本社によってなされる． 
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したがって ， 彼らはこれを「調整型連邦制」と 

名づけている・ また， その調整ないしコント 

ロールは， グローバル企業のような 集権 化に依 

存するよりも ，公式化を多用する． 

これら 3 つの組織モデルは ， 田 資産と能力の 

配置， (m 海外子会社の 役割， (m 痴 識の開発と普 

及において異なる 特徴を有しているがこと 示さ 

れている・ しかし各タイプの 企業はそれぞれ 

大きなマイナス 面を有している．マルチナショ 

ナル企業は，現地ニーズには 敏感に反応し 対 

応することを 可能にするが ，多くの機能が 分 

散・重複するために 効率性を犠牲にしなければ 

ならない・ グローバル企業では ，資源や情報が 

本社に集中しているために ，各国の子会社はあ 

まり情報をもたずに 経営しなければならず ，現 

地の市場ニーズに 対応する意欲や 能力が損なわ 

れがちであ る． また， そのため現地でのイノ 

ベーションはあ まり期待できない． インターナ 

- ン ，ナル企業は ， グローバル企業よりも 効率が 

悪く， マルチナ シ ，ナル企業 よ りは適応性が 低 

し Ⅰ   

彼らに よ れば， 国際的に事業を 行な う ことと 

のますますの 複雑性とともに ， これら従来の 3 

つのいずれものタイプが ，現代の産業および 市 

場の多次元的でダイナミックな 要求に有効に 対 

処することはできないという．一方でグローバ 

ル統合を求める 要因が強まりながら ，他方では 

国ごとや地域ごとにニーズに 応、 じてい かなけれ 

ばならない要因が 再現しており ，そのため，多 

国籍企業は， さまざまな目の 関心に応じるため 

の組織力を伸ばしなおかつ 効率よく収益，性が 

高まる よ う諸活動を調整しなければならない． 

そのため，彼らは 第 4 の企業モデルであ る「ト 

ランスナショナル 企業」の概俳を 提起する． そ 

れは， (1 ブローバル・オペレーションとバロー 

バル な 統合を通じた 効率， 性 と経済， 性 ， (2 畑 一カ 

ル 分化を通じて 国あ るいはローカルな 違いへの 

反応性， (3 広範な学習と 知識移転を通じた 高度 

の世界規模のイノベーション ， を 同時達成しよ 

うとするものであ る． そしてそれを 達成する 組 

織を「統合ネットワーク」 名 づけ，次のような 

特性を記述している．ロバローバル 競争力 : 資 

産および能力が 分散し相互依存的で ，専門化 

されている． (3 片ルチナショナル 的柔軟性 : 子 

会社の役割は 分化し専門化し 世界的な活動 

へのそれぞれ 特殊な役割を 果たし貢献する ， 

(3 世界的学習 : 知識を共同で 開発し世界中で 

共有化する． 

この ょう な特性を有するトランスナショナル 

企業では，活動間の 調整はかなり 複雑なものと 

なる．彼らは 調整メカニズムを「集権 化」「公 

式化」「社会化」の 3 つのタイプに 識別し従 
来のモデルは ，経営伝統に 影響を受け， いずれ 

か 一つの調整メカニズムに 大きく依存している 

という・ しかし トランスナショナル 企業では， 

より多元的で 柔軟な調整メカニズムを 多用する 

ことが必要であ るとされる．彼らは 海外子会社 

の役割を「現地資源」 と 「環境の戦略的重要 

， 性 」によって配分することを 提唱しそのため 

子会社の能力およびその 役割は特殊性を 帯びる 

ことになり，一律的にそれらを 扱うことは不適 

切であ るという・ したがって， それぞれの子 会 

社の特性に応、 じて多様な調整メカニズムを 柔軟 

に使い分ける 必要もでてくることを 示唆してい 

る． 

(2) ヘ テラルキー・モデル 

従来の伝統的多国籍企業論においては ，独占 

的企業特殊優位の 存在と，その 優位性の利用で 

企業の多国籍化を 説明してきた・ しかし多国 

籍化後においては ，規模や範囲の 経済性，学習， 

オペレーションの 柔軟性による 「新たな優位 

性」の形成がより 重要視される (Kogut l983)   

上記の B",tl 。 tt& Gho,h"l (1989) の基本的視 

点、 もこの文脈で 理解できる・ このことは， Po,- 

ter (1986) のいう 「配置の地理的分散」が 高 

度な段階での 新たな競争優位の 形成には，各拠 
点での新たな 競争優位の形成 ( 周佐 1989) と 

それらの拠点間の 相互依存性のマネジメントが 

決定的に重要になってくることを 示唆している． 
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図表 ]  海外子会社の 役割タイプの 類型 有し世界的な 責任が与えられており ，その製 

Bartlett & Ghoshal(l989:106) モデル 

現地組織の基本的役割 

現地 班境 の 

職略的 六ま 牲 

高 プラックホール 戦略リーダー   
低 実行者 貢献者 

    
低 局 

現地の資源と 

  

能力のレベル 

Jarillo  &  Hartlnez(1990:503) モデル 

子会社戦略のタイプ 

高 堂 功 杓子会社 
  

アクティブ   

子会社 
  

統合の 

程度 

低 自律的子会社 

低 高 

現地化の程度 

子会社の役割タイプには ，近年多くの 分析が 

なされてきている ， 先述のように ， Ba,tlett 

&Ghoshal (1989) は，現地環境の 戦略的重要 

性と現地組織の 能力のレベルによって ， 両方の 

レベルが高い「戦略リーダー」を 子会社の役割 

タイプの一つとして 抽出している ( 図表 1). 

その役割を有する 子会社は，幅広い 戦略を開発 

し実行する上での 本社のパートナーとなる・ 

また， Roth& Morrison (1992) は， グロー 

バル戦略 ( マルチドメスティック 戦略に対し 

て ) における海外子会社の 役割のタイプを 2 つ 

に分類している． すなわち， 「バローバル 合理 

化」タイプと「バローバル・マンデー ト 」タイ 

プ であ る．前者は， グローバル な 合理化プロセ 

スの一部となる 子会社であ り，価値活動の 狭い 

範囲に専門化し その子会社のパフォーマンス 

が他の子会社に 依存している フイブ をさして ぃ 

る ・ それに対し後者は ， あ る製品あ るいは製品 

ラインに関する 一連の価値活動をワンセットで 

品 ないし製品ラインの 開発，生産，マーケティ 

ングをグローバルに 管理する子会社であ る． し 

たがって，そのようなグローバル・マンデート 

子会社は，資源のフローを 多国籍企業という 相 

互 依存性のネットワーク 中でそれらの 任務を果 

たすことが期待される・ したがって，本社の 役 

割は ， 大きく変化することが 求められる．本社 

のタスクは， 子会社の戦略が 全体の目標に 適合 

することを確保し ，そのマンデートを 支持する 

ために ノ、 要とされる資源と 自由を提供する ，分 

散した戦略プロセスを 管理することに 移行する． 

このことは，本社による 直接的なコントロール 

や集権 的コントロールを 放棄することを 意味す 

る ． 

同様な子会社役割のタイプは ， Ja, Ⅲ 0  & 

M 、 ， tin 。 ， (1990),  M",tin 。 ， &  J", Ⅲ。 (1ggn 

においても見いだされる ( 図表 1 Ⅰ・彼らは， 

統合と分化 ( 現地化 )  のレベルの組合せによっ 

て ，子会社戦略のタイプを「受動的子会社」 

「自律的子会社」「アクティブ 子会社」に分類し 

ている・ その中で， アクティブ子会社は ，本社 

から大きなマンデート ( 委任 ) を受け ， 多くの 

活動 ( 価値活動 ) を遂行し多国籍企業の 他の 

ユニット ( 本社および他の 子会社 ) との密接な 

相互依存性の 下で戦略役割を 遂行している 子会 

社であ る． 

このような海外子会社に 関わる役割について 

の 認識の変化の 中で， Heldund & Rolander 

(1990) は， スウェーデン 多国籍企業の 分析か 

ら戦略的機能の 各子会社への 分散化傾向を 見 ぃ 

だしそれら戦略的子会社のバローバル な 役割 

に 注目し 新たな組織モデルとしてへテラル 

キー・モデルを 提 Ⅰ 目 している． 

彼らは， チャンドラー 以来の伝統的な「環 

境」「戦略」「構造」間の 関係を「戦略 - 構造パ 

ラダイム」                                                             

SSP) としてその妥当性の 限定性を批判しそ 

の代替的フレームワークを 提示する・そこでは ， 

「戦略」と「構造」は 分離できず， むしろその 
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SSP コ ジック 

図表 2  Hedlund& № lander(1990:23) の基本的フレームワーク 
㏄ P コ ジック と 代替ロジックの 要素 

環境 : t 。 戦略 : tl 構造 : t, 

所与、 共通 導出した ハ イ アラキ一の 

の 制約 アクション フ 。 ロク 。 ラム 適切なタイプ 

牛｜ 

アクション     

(1)> 舌円 く exP Ⅰ 0 Ⅱ セ atio 日 Ⅰ 

のフ 。 ロク。 ラム 

㏄Ⅰ実験 く exPen Ⅰ イ Ⅱ entat Ⅰ 0n Ⅰ 環境     

のアロク 。 ラム 創造された、 

  

ナ 共生的ポテンシャル 

の 利用 

代替ロジックの 構造     企業関連的 

要素 ヘ テラルキー 

多 中心 

規範的調整 

相互連結を重視し 一体性を強調する・ただし 2 つの意味があ る・ 1 っは ，各海覚子会社な い 

説明の便宜上それらは 分けて説明される ( 図表 し 国際的プロジェクトチームが ，各局面で セン 

2)   と タ しての役割を 果たすことが 期待されるこ 

戦略は時間に 対するアクション・プロバラム とと，第 2 には，戦略次元 ( 製品， 国 ，機能 ) 

としてとらえられ ， それは 「活用 の多元性と柔軟性であ る．後者は Doz&Pra- 
く exploitation ノ 」 プロバラムと 「実験 halad  (1986)  の 多 焦点的組織 (multifocal 

く exper 血 entation ノ 」プロバラムからなって organization)  の発想に近いと 思われる・ 

いる・活用プロバラムは ，短期的に，所与の 資 ②海外子会社の 戦略役割 : 海外子会社は ，そ 

源の効果的な 利用，既存の 行動からでてくる 価 の子会社だけの 戦略役割を有するのではなく ， 

値の適切化をはかるアクション・プロバラムで 多国籍企業全体としての 戦略役割をもつ．つま 

あ る．つまり現有資源の 有効利用であ る． それ り ， 会 社レベルの戦略は ，地理的に分散した ネ 

に 対し実験プロバラムは ，その主な目的は 機 ッ トワークで形成され ，実行されることになる   

余る ヒューリスティックに 探索することであ り， ③広範な管理モード : 市場とハイアラキ 一の 

将来の可能性を 変化させることにあ る， そこで 間の多様なモードを 柔軟に用いる   

のキ ワードは，探索と 学習であ る・ ④規範的統合 : 数値や高圧的なメカニズム よ 

このように定義される 戦略と相補的な 関係に りも，企業文化等によって 規範的に統合される   

あ る多国籍企業における へ テラルキー構造につ 共有化された 目標および知識，共通の 組織文化 

い て ， 彼らは次のような 特徴をあ げている は ，重要な統合のメカニズムであ る (Hedlund 

(Hedlund@&@Rolander@1990;) ． 1993). 

① 多 中心性 : センタ一機能は 地理的に分散し ⑤ 他 企業とのコアリッション : これにより ク 。 

常に上位にあ る次元は存在しない・ これには， ローバル な 環境における 潜在的なシナジーを 利 
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用 できる ( 近年注目を浴びている 戦略提携につ 

いては竹田 (1992) 参照 ). 

⑥ラジカル な 問題志向 : 既存の資源の「活 

用」とともに ，機会や資源の 探索，学習を 中心 

とした「実験」の 重視． 

の木 ログラフィックな 組織 : 基本戦略や詳細 

な情報へのアクセスが 組織に広く共有されてい 

る．情報テクノロジーはその 意味できわめて 重 

要であ る・ また，組織ユニット 間の情報の素 早 

い 移転に対する 組織の能力は ，企業内でのキャ 

リア，人事のシステマティックなローテーショ 

ンによって助けられる (Hedlund l993). 

⑧「頭脳としての 企業」モデル : 企業全体が 

  思考し その思考に基づいて 行動する．本社が 

頭脳で子会社が 手足と考える 伝統的多国籍企業 

観とは異なり ，子会社がそれぞれ 頭脳をもち， 

思考 し 行動する． 

⑨グローバル な 展開を通じて 新たな企業特殊 

優位を求め，発生させるためのアクション・プ 

ログラム : 既存の本社保有の 優位，性の利用より 

も，新たな競争優位をもつ 資源の形成のための 

実験プロバラムとその 共通活用のためのプロバ 

ラムを重視する． 

以上のような 特徴は ， 次のように要約できる 

だろう，すなわち ， グローバル な 事業の展開に 

おいて，新たな 経営資源および 機会を発見する 

( ⑨ ) ために， ラジカル な 問題志向 ( ⑥ ) で 実 

験 プロバラムを 重視し海覚子会社の 戦略役割 

を ( ② ) を期待する． また， 国際的なコ アリッ 

、 ンコ ン ( ⑤ ) もそのために 必要とされる・そし 

てそれらは，本社の 手足としてではなく ，頭脳 

として各海覚子会社が 機能する ( の ) ことを 求 

め ，本社への情報集中や ，各子会社内だけでの 

情報の保持ではなく ，情報の共有化が 必要とさ 

れる ( ⑧ ). これらのことは 多国籍企業内に 多 

中心性 ( ① ) をもたらすことになる・ コアリッ 

- ンコ ンも含めたこの 多極的で多元的な 国際的な 

事業展開における 各拠点間の連携は ，広範な管 
理モード ( ③ ) を用いながらも ，特に規範的統 

合 ( ④ ) がその重要性をもつ・ 

この ょう なへテラルキ 一の属性は，「 多 中心 

， 性 」とその中心の 流動性をもってハ イ ラルキ一 

の対 時 概念としてとらえられる ( この点につい 

ての詳細は， Hedlund [1993J を参照 ). しか 

し彼ら自身も 認めている よう に， これら へテ 

ラルキー的な 多国籍企業は ， 主にスウェーデン 

企業の分析から 導き出されたものであ る． スウ 

ェーデンのように 国内市場の相対的に 小さい国 

では，企業成長において 早くから海外展開が 意 

図 された． その結果相対的により 大きな市場で 

事業を展開している 海外子会社が 製品あ るいは 

機能に関して 本社よりも量的に 大きなあ るいは 

質的にも優れた 経営資源を蓄積しているケース 

が多い．その ょ うに見ると，高度多国籍化とい 

ぅ 観点からは，方向， 性 としては認めるとしても   

日本企業の場合，多国籍化の 歴史も浅く，すべ 

ての企業に当てはまるわけではない． また，先 

述の Bartlelt& Ghoshal (1989) が指摘してい 

るように，経営伝統もまた 影響すると思われる   

Ⅲ．調整メカニズムを 中心とした新たなモデル 

の模索 

以上， Ba,tlett & Ghoshal (1989) と Hed- 

lund& Rolander (1990) を中心とした 新たな 

多国籍企業モデルを 検討してきたが ， n で述 

べた よう に，現在のグローバル 競争では各拠点、 

間の相互依存性，資源のフローをいかに 調整 す 

るかが大きな 課題となっている ， 

先にわれわれは ，代表的な多国籍企業の 発展 

段階モデル (Per ㎞ utter  l969; Robinson  1984; 

An,off  l984; 小林 1980; 大前 1981, 1987)  と戦 

略類型論 (Porter  l986)  を検討し基本的に 
2 系統の進化モデルを 提示した ( 根本・ 諸 上 

1988; 図表 3). いずれの進化系統をとるかは 

業界構造 (Porter l986), 特に製品属性 ( 文化 

拘束的 か カルチャー・フリ 一な製品か ) と経営 

姿勢 (Per ㎞ utter  l969)  および経営伝統 
(Ba,tlett&  Ghoshal  1989)  が大きく関与し ， 

それに現地国政府からのプレッシャー (Doz 

1979,  1986;  Doz,  Ba ㎡ ett,  &  Prahalad  l981; 
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事
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C 

    
A 

    B 
  

高 ⅠⅡ ク 。 ロ ーハ 。 ル段由 
      

ユニ テイー 11 イソターナショナル 段由     蛾憶 , チ a ジ ン ア 。 ル ・ ク 。 ロ 一ハ。 ル 
      

ネットワーク 9   億略 
  

調 
      

整 b.   
        

マルチト。 メスティック 
    

戟 O ト 。 メステイツク 俄旛 
  
    

低 11 イソターナショナル 綴噌     

1  ト 。 メスティック 段階 機能 

分散 

地理的配置 集中 

Ⅱインターナショナノ L 段階 Ⅲ グ ロ ー バ ル 段 階 

1  ト 。 メスティック 月技階 a. シンフ 蚕ル ・ ク 。 D  b. マルチ・ ト 。 メス a. ク 。 Ⅱ 一 Ⅱ。 ル ・ b. ク 。 ロ ー ⅠⅠ。 J レ ・ 

可 。 ル戦略 テ イック戦略 だ ティ戦略 ネットワーク 廿堵 

国内志向 輸出志向 現地志向 標準化志向 地域適応志向 

Prahalad  &  Doz  1987)  が影響を与えると 思わ に 焦点を当てている・それは ，多角化企業の 場 

れる． 合 ，その戦略計画 ( 競争戦略 ) の基本単位が 事 

しかしながら ， その後の実務および 理論にお 業部 レベルにあ ることによる．同一企業であ っ 

ける展開は ， m グローバル段階での 調整の内 ても基本的な 競争戦略が異なることも 予想され 

容を問うものに 進んできている．そこではこの る ・ もう一つの理由は ，業界によってその 通 す 

段階におけるより 精微な調整メカニズムを 中心 る 戦略が大きく 異なるからであ る． Poter 

とした多国籍企業の 管理モデルの 構築を求めら (1986) は，その国際競争戦略の 類型において 

れてると い え 23. そこでわれわれは ，以前の 業界 ( 産業 ) を基本単位としそこでの 一般戦略 

われわれの議論をべ 一 ス にして， 前述してきた を 論じて レ 、 る ・すなわち， グローバル構造か て 

ような議論を 加味しグローバル 経営について ルチ ドメスティック 構造かがその 業界の属する 

の 仮説モデルの 構築を試みた   そこでの 焦 ，点は， 企業の適した 戦略の重要な 決定 因 となる．しか 

調整メカニズムであ る． し 一般的な業界区分と 個々の企業の 事業活動 

は 必ずしも一致しないこと ，また，業界構造に 

1. 基本的分析単位 よって戦略が 一方的に決められるのではなく ， 

その際，分析単位を 明確にする必要があ る   企業の主体的な 環境との関係で 自ら決定してい 

われわれは，その 基本的単位として 事業レベル くという側面を 重視するために ，基本的分析 単 
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位を事業とした・ Hedlund&Rolander (1990) 

の基本的フレームワークのように ，戦略と構造 

を相補的で一体的に 把握するとすれば ，事業レ 

ベルを分析単位とするのが 最も望ましいように 

思われる． 

また，各事業部は 多くの機能部門を 擁してい 

るが，その機能間の 調整はもとより ，その機能 

部門によって 調整のタイプが 異なることが 予想 

される・ たとえば，一般に 人事機能はかなり 分 

権 化，現地化志向が 強いとされている ( 三菱総 

合研究所 1992). 同一事業内でも 機能によって 

それぞれの調整の 程度と用いる 調整メカニズム 

が異なることが 予想される・ さらに，機能内で 

もその機能を 構成する下位機能間で 同じように 

異なることが 予想される・ たとえば，マーケテ 

ィング一分野における 下位機能間での 標準化の 

程度はかなり 異なっている ( 諸 上 1988 Ⅰ． 

これら機能間調整および 下位機能間調整が 事 

業 レベルでどのように 統合されるのかと 同時に， 

さらには， 会 社レベルでこれら 事業をどのよう 

にマネジメントしていくのか ， ということにも 

注意を向ける 必要があ る (Prah 由 ad & Doz 

1987). それをわれわれは 重合経営 (pol ㎞ eric 

management)  と 呼んでいる・ Bartlett  & 

Ghoshal  (1989)  も Hedlund  &  Rolander 

(1990)  もこの分析単位については 不明確な部 

分が多く，その 点についても 考察する必要があ 

る ・ しかし ここでは紙数の 関係もあ り， とり 

あ えず，本社 一 海外子会社関係を 中心に考察す 

ることに限定した． 

2. 仮 ; ぬ モデル 

われわれのグローバル 段階における 本社 ( 事 

業部 ) 一子会社間の 調整メカニズムの 調査分 

析のための仮説的類型化は ，図表 4 で示してあ 

る・ 

類型化を構成する 基本的次元は ， 「本社リー 

ダーシップによる 調整 度 」と「本社の 子会社へ 

の依存度」であ る． この基本次元のそれぞれに 

対する状況要因を「環境の 類似性」と「現地 資 

源 レベル」で示してあ る．本社本国と 現地国の 

環境の類似性が 高ければ，本社主導の 調整は ， 

よ り容易になると 仮定される．社会・ 文化の構 

造や経済・競争環境等が 類似していれば ，本社 

は本国でのやり 方をそのまま 移転することが 容 

易 になり，本社のリーダーシップは 発揮しやす 

い．事業レベルで 見れば，競争環境および 市場 

ニーズの同質性がその 指標になるかもしれない   

反対に，それら 環境の類似性が 低ければ本社が 

現地環境の知識・ 情報の不足のため 介入するこ 

とが困難になる．組織的にも 組織が直面してい 

る外部環境の 特性に基づいて 分化されることが 

実証されてきた (Thompson 1967; La,wrence 

& Lo,, 。 h 1967). また，環境の 複雑性の増大 

は，本社と子会社の 相互脆弱性の 状況におちい 

るため， 相互依存性の 増大につながる 

(Gho,h"J& Norhia l989). 情報処理パースペ 

クティブからみれば ，高度の不確実性は ， ノン 

ルーチンの情報処理を 要求しそれに 対応する 

ために交互的な 情報処理処理を 可能にするメカ 

ニズムを使用するだろうと 予測される・ 

(Egelhoff lg91). また，現地子会社の 経営資 

源の レベルは，本社と 子会社の間の 相互依存性 

の程度に影響を 与え，その依存性の 万向性を決 

定づける (Ghoshal&Norhia 1989). 

グローバル段階でのこれら 次元で分類された 

仮説モデルは ， 「ユニバローバル」「バロー カ 

ル 」「マルチリージョナル」「ローバル」の 4 タ 

イプであ る． 

(a) ユニ・バローバル 型 

このタイプの 事業は ，上ヒ較的 環境の類似，注が 

高く ， 特に市場ニーズが 国ごとに大きく 変わら 

ない場合に適合する． そのため， 本社リーダー 

、 ンップ の調整を可能にする．典型的なグローバ 

ル産業に属し 製品属性的には 世界標準化製品， 

ユニバーサル 製品をもって 低コストでの 差別化 

による優位性を 築こうとする． しかし現地子 

会社の資源レベルが 相対的に低いため ， その 差 

別 化をもたらすイ ソ ベーシ， ンは， 多くは本国 
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図表 4  グローバル段階での 仮説的類型 
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本社でなされる 傾向になる ( たとえば R& D 

機能の本国集中 ). 世界的統合の 志向が強く， 

本社は世界統一的な 戦略の決定者としての 役割 

を 果たし海外子会社は ，比較優位および 規模 

の経済を発揮するために ，活動を専門化し 戦 

略の忠実な実行者としての 役割を果たすことが 

望まれる． また，相互依存性は 逐次的相互依存 

， 性の パタ 一ンが 多く見られ，特に 情報的経営資 

源は，本社から 海外子会社への 一方向的であ る・ 

本社の集権 的性格が強く ，ハイプラキ ー 的組織 

を構成する． この ょう な特徴から，「本社依存 

型」と名づけた．それぞれの 役割に応じて 本社 

は必要な資源を 海外に移転するが ， その結果， 

低
 

子会社の現地資源のレベルの 向上に よ り ， 他の 

タイプへと移行する 可能性があ る． このタイプ 

は， 日本企業の代表的パターンであ るとも予想 

される ( 吉原 1989). 

(b) グローカル型 

このタイプは ，現地の環境の 類似性が高く ， 

したがって本社リーダーシップに よ る調整が行 

ないやすい環境ではあ るが，子会社の 現地資源 

レベルが高く ，双方向の調整が 必要とされる 場 

合 であ る・ 「バローカル」 という用語は ， ソ 

ニ一のスローガンとして 有名であ るが， ここで 

は， 「バローバライゼーションを 基本としなが 
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らも現地適応化を 図る」という 経営姿勢をさし 

ている ( ㈲ obal-Localizatjon). そのため， 基 

本はあ くまでもグローバル な 視野であ り，本社 

がリーダーシップを 握っている． ただし， いく 

っ かの代表的現地子会社の 資源レベルが 高 い た 

めに，一方的な 決定は大きな 軋 礫を生みやすい   

あ る現地子会社が 高 い 売上割合や高 い 製品開発 

能力，技術能力等を 有している場合，本社の 子 

会社への依存度が 大きくなるため ，相互依存性 

は 双方向的でその 程度も大きくなる． そのため， 

活動間の調整は 複雑になり，多くのタイプの 調 

整メカニズムを 必要とすると 予想、 される． この 

ような特徴から ， このタイプを「相互調整型」 

とした   

(c) マルチ・リージョナル 型 

このタイプは ，本国と現地 ( 地域 ) の環境 類 

似性 が低く，本社リーダ - シ   ソプによるバロー 

バル調整が困難なパターンであ る． しかし子 

会社の現地レベルが 相対的に低 レ ために， 環境 

の類似性および 地理的近接性によっていくつか 

の国を地域としてまとめ 統括することによって 

その特有な環境にあ った能力の形成をはかるこ 

とが必要となる．地域への 適応， インサイダー 

化に よ り現地志向をつ よ めつつ，域内での 企業 

内国際分業化により 経済， 性 と効率，性の 向上を図 

ることになる． したがって，基本的には 各地域 

内で自己完結的になる． その地域内での 計画お 

よび調整機能を 果たすのが地域統括本部ないし 

地域本社ということになる．地域単位での 経済 

統合の動きはこの 促進要因として 大きく作用す 

る ．現在日本企業も 地域統括本社を 北米，欧州， 

アジアの各戦略地域に 設置する例がでてきてい 

るが，その多くは 本来の地域統括本社というよ 

りも一部だけの 機能の地域内集約化 か スタッフ 

的 役割に限定されているものが 多く，実質権 限 

が本社事業部に 集中しているのが 現状であ る 

( 経済同友会 1991). したがって，地域統括本 

社が設置されているかどうかよりも ，戦略的意 

  思 決定がどの程度までそこでなされているかが 

重要であ る． 本来的なこのタイプは ， 「地域本 

社調整型」と 呼ぶことができよう．世界本社の 

役割は，複数の 地域間調整ないしは 地域間の水 

平的な調整の 推進者となる． このマルチ・ リ一 

- ジョナル型は ， 多 中心性的な性格から へ テラル 

キー的な要素を 多分に含んでいるが ，地域を超 

えた情報共有化と 世界的戦略役割における 独自 

性の発揮がそのポイントになるように 思われる   

その意味で，地域内自己完結性と 他地域との 連 

携 がどのようになされるのかが 鍵であ る よう に 

思われる． 

(d) ローバル 型 

このローバルという 言葉は， ローカル・グ 

ローバリゼー 、 ンコ ン (Local- 団 obalization)  か 

らの造語であ る． これはグローカルと 対比され 

るが， ここでの基本は 現地適応化であ り，その 

上でグローバル 化をはかるという 意味で用いて 

いる．現地環境の 類似性は相対的に 低く， しか 

も現地資源レベルが 高いというパターンであ る   

そのため，現地特有の 環境と高度の 現地資源を 

用いて製品や 技術の開発など 大きな イ / ベ一、 ン 

， ンが 期待される． そのため，本社の 子会社依 

存度が高まり ，本社リーダーシップによる 調整 

は困難になる． むしろ， この ょ うな能力の高い 

子会社が戦略リーダーとなり ，高い相互依存，性 
におけるネットワークのアクティブなノード 

(node) となる (1991). 本社は， そのような 
子会社にバローバル な マンデート ( 委任統治 

権 ) を与え，規範的調整を 中心とした緩やかな 

統合をめざしていく． 先に述べたバローバル 子 

会社マンデート (Roth & Mo,,i,on 1g91) に 

対応する．典型的な 子会社依存型の 調整であ り   

したがって，組織的にはハイアラキ ー よりも へ 

テラルキー的で ，水平的な組織を 構成すると 思 

われる． このタイプの 調整は，マルチドメステ 

ィック戦略と 社会化に よ る調整の経営伝統を 有 

し また，海外進出の 歴史が古く海覚子会社が 

かなりの能力を 備えているヨーロッパ 系の企業 

にはかなり可能，性があ る． しかし 日本企業の 
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場合， その歴史も浅く ，海外子会社に 対する集 

権 的管理の経営伝統から 見ても，現在のところ ， 

このタイプを 採用できる企業は ， ごく少数であ 

るように思われる． 

3. 各タイプの調整メカニズムの 仮説 

多国籍企業は ， さまざまな国々にその 海外子 

会社を有することから ， しばしば，海外子会社 

は本国とは異なる 環境でその活動を 遂行するこ 

とが必要とされる ， コンティンジェンシー・ ア 

プローチからは ， それら異質な 環境への適応の 

ために，各現地子会社は ，現地環境に 適合する 

ように分化されると 予測される (Ghoshal& 

Noh,ia 1989), また，先に見たように ， Ba,t- 

lett& Ghoshal (1989) のトランスナショナル 

企業は， これら異質な 環境への適合とおよびそ 

れら環境と能力の 特異性の積極的活用のための 

現地子会社役割の 専門化とそれらの 高度な調整 

を必要とすることを 強調している． これは分化 

と 統合の問題としてとらえることができる． こ 

こでは， これまでの議論を 踏まえ，統合を 調整 

メカニズムの 選択として捉え ，われわれの 仮説 

モデル ( ポリメリック・モデル ) における調整 

メカニズムの 仮説モデル開発のために 検討した 

レ Ⅰ ・ 

GaIbrath  (1973, 1978) は， 情報処理アプ 

ローチを用い ，組織デザイン 論を展開するな 中 

で ，一連の調整 ( 統合 ) メカニズムを 示し高 
度の不確実性と 多様性に直面すると ， それらの 

多様なメカニズムを 追加的に使用して ，それら 
に対処することを 示唆している． Ma,tinez & 

Ja, Ⅲ 0 1991) は， 現地適応、 ( 分化 ) とグロー 

バル統合の同時追求を 追求するための 調整メカ 

ニズムについて 分類，実証研究を 行なっている   

彼らによれば ，調整メカニズムは ， 「フォーマ 

ル」なものとあ まりフォーマルでなく 「 ェヨ な 少 

な 」メカニズムに 分類される・ 前者は，集権 化， 

公式化，計画，アウトプット・コントロール ， 

ビ ヘイヴィアル・コントロールが 含まれ，後者 

は， ラテラル・リレーション ， インフォー マ 

ル ・コミュニケーション ，組織文化であ る・高 

度のバローバル 統合と現地化の 同時達成をはか 

る場合，最も 多くの調整メカニズムを 要し後 
者の調整メカニズムが 付加されることを 見出し 

ている・彼らのいう う テラル・リレーションは ， 

垂直構造をカットし ， 問題を共有している 黒部 

門あ るいは子会社マネジャ 一の間での直接的コ 

ンタクトであ り， インフォーマル・コミュニ 

ケーションは ， 同じくマネジャ 一間のインフ 

ォーマルで個人的なネットワークの 創造とその 

利用であ る・組織文化は ，共有化され 価値によ 

る規範的統合をさしている． これらが付加され 

る 調整メカニズムであ る， 

他方，付加 自 りというよりも ，それぞれの 調整 

メカニズムのウエイトの 違いに着目する 論者も 

いる． Bartlett & Ghoshal (1989) および 

Ghoshal & Nohria (1989) は， かなり集約的 

に調整メカニズムが ，「集権 化」「公式化」「規 

範的統合」の 3 つの要素のウェイトの 異なる組 

合せからなるとしている． 

また， 前述のように ， Heluncl & Rolander 

(1990)  および Hedlund  (1993)  は ，ヘ テラル 

キ一においては 規範的統合が 重要視されると 主 

張する・ これと同じ主張は ， 多く見られる． 

Baliga  &  Jaeger  (1984)  は，多国籍企業にお 

ける コントロール・システムを 理念型的に「官 

僚制的コントロール」 と「文化的コントロー 

ル」に分類し 互恵的相互依存性が 高まると， 

官僚制的コントロールではそれを 処理できず， 

文化的コントロールが 選好されるモードであ る 

と主張する・ White & Poynter (1990) は ， 

「バローバルベースでの 優位性の機会」 と 

「 ロ 一ヵ ル ・べ ー スでの優位性の 機会」を同時 

追求するためには ， ヘ テラルキー的な 水平的組 

織が必要であ り，そこでの さ テラ ルな 意思決定 

プロセスによる 内部柔軟性が ， 高度の覚部多様 

性に対処する 方法であ るとしそのためには ， 

共通の意思決定双提の 存在とそれに 導くような 

「共有化された 価値」の重要性を 示唆している． 

これらの議論を 踏まえ， われわれは，大別し 
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て 3 つの調査メカニズムに 集約するとともに ， 

それぞれを構成するサブメカニズムに 細分化し ， 

各タイプにおける 組合せを仮説化した． これら 

をいくぶん今後予定している 実証調査を意識し 

ながら操作的に 行なった． それは，Ⅲプロバラ 

ム化 : 公式化，計画化，標準化， (2@ 中 北 : 資 

源，権 限， (m 社会化 : 教育研修，人材交流，で 

あ る． 

公式化は，政策， ルール，職務記述 書 等々が 

マニュアルおのびその 他のドキュメントで 書き 

留められている 程度をさし文書化の 程度で測 

定される， このように定義される 公式化は，行 

動の結果生じるアウトプットをコントロール す 

るよりも，行動を 修正することを 通じてのコン 

トロールを提供する (Ouchi 1977), そのこと 

は，本社と海外子会社双方の 経営権 限を減少さ 

せる傾向にあ り，双方のマネジャ 一の自由裁量 

を低 T させ (Bartlett & Ghoshal 1989), 本社 

の子会社への 直接関与を低下させる (Roth, 

S 。 hweiger&Mo,,ison1g91). また，本社の 資 

源を海外子会社へ 効率良く移転するためにはか 

なり優れた面を 有している 旧 a,tlett & 

Ghoshal 1989). しかし， 公式化は，意思決定 

のルーチン化をもたらし 著しい経営の 効率化 

に導き (Bartlelt& GhoshaI 1989), 上ヒ較的 費 

用のかからない 管理メカニズムであ るが， それ 

が創り出す潜在的， 慣 ，性があ り，変化している 環 

境 条件への迅速な 適応に対する 限界があ る 

(Ghoshal&Nohria 1989). 

計画化による 調整は，戦略計画，予算化， ス 

ケジュールの 確立， 目標設定のようなシステム 

と プロセスに関連している (Ma,tinez& Ja,il- 

l0 1991). それらは，海外子会社の 活動をガイ 

ド し 活動の方向性を 明示化することで 調整機 

能を果たすと 考えられる． 

標準化は，手続きおよびルールの 等の標準化 

をさし親会社と 子会社での共通 度 であ る・組 

織規模の拡大と 職務の多様性は ，標準化を促進 
すると考えられるが ，環境の異質性の 増大は， 

標準化を阻害すると 想定される・ 

「プロバラム 化」は， このような特徴から ， 

環境の類似性が 低くく，子会社の 現地資源レベ 

ルも低い場合に 適用されるだろうと 予期される   

次の調整メカニズムは ， 「集中化」であ る・ 

これは，権 限の集中化 ( 集権 化 ) と資源の集中 

化の指標で測定されると 考える・集権 化は， あ 

る決定が組織階層の 上位レベルで 行なわれる程 

度によって測定される・ Ghdshal 8 Nohria 

(1989) の調査では，意思決定プロセスが ，重 

要 な戦略的および 政策の決定のほとんどを 本社 

によって階層 由 りに組織化されている 状態をさし 

ている．集権 化は，継続的モニタリンバと 意思、 

決定のための 管理資源を必要とするが ，命令に 

よる管理を可能にする 費用のあ まりかからない 

管理メカニズムであ る (Ba,tlett & Ghoshal 

1989; Ghoshal6Noh,ia 1989). しかし，その 

集権 的性格ゆえに ，海外子会社の 現地化のレベ 

ルは低く，現地環境への 適応が不十分になり ， 

現地環境を十分に 捕捉して意思決定を 下すこと 

は困難になる．戦略資源の 本社への集中は ， そ 

の資源の偏在に よ りパワーが発生し 子会社の 

本社依存を強め ，本社に よ る子会社の活動の 調 

整を容易にするが ，集権 化と同じ欠点を 有して 

いる． したがって， この集中化による 調整は， 

環境の類似性が 高く， グローバル な 統一行動を 

選好する ユニ ・グローバル・タイプにのみ 適し 

ていると思われる． ただし先述したように ， 

この ょ うな方式は，多国籍企業の 優位性の新た 

な「形成」という 観点からみるとマイナス 面が 

多いと思われる   

最後に，「社会化」に よ る調整メカニズムで 

あ る． これは，組織文化，あ るいは共通 ィヒ され 

た価値による 規範的統合であ る・ この社会化に 

よる統合は，前述のように ，近年特に注目を 集 

めている． 共通の世界観 (Prahalad & Doz 

1987), 共有化された 経営哲学 (Ba ㎡ ett & 

Ghoshal 1989) は，期待や物事をいかに 行な 

うかについての 世界規模での 統一性に寄与し ， 

コーポレート・アイデンティティ ，一体感を醸 

成し共通の決定前提を 形成する (White& 
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図表 5  3 類型の㌢ 亜 メカニズムと 仮説的組合せ 

G ヒヨ巨 U G 型 

    プロバラム化 : 商     プロバラム化 : 中 ・ 高 

公式化 公式化 

計画化 ヨ + 回 イヒ 

標準化 標準化 

2 . 集 中 化 : 中 2  . 集 中 化 : 高 

権 限 権 限 

寅源 資源 

3 . 社 会 化 : 中 3  . 社 会 化 : 低 

教育， 研綾 教育，研修 

人材交流 人材交流   
Ⅰ G 型 M R 型 

    プロバラム化 : 低     プロバラム化 : 低 

公式化 公式化 

計画化 計画化 

棟準化 楳準化 

2 . 集 中 化 : 低 2 . 集 中 化 : 中 

推理 席限 

寅涼 夕涼 

3 . 社 会 化 : 高 3 . 社 会 化 : 中 

教育，研修 教育・研修 

人材交流 人材交流 

Poynterlg90). この社会化による 調整は，集 

権 化による本社過剰負担という 問題と，公式化 

の非柔軟性を 克服するという 点で魅力的であ る 

が， その大きな欠点はそのコストであ る 

(Bartlett&Ghoshal 1989). 社会化プロセスは ， 

マネジャ一の 教育と異動に 大きく依存する・そ 

れは多額でしかも 継続的な投資を 必要とする・ 

しかし Galbraith  &  Edstrom  (1976)  および 

Edstrom  &  Galbraith  (1977)  は，本社・千金 

社 間や子会社間の 相互依存状況が 高まるにつれ ， 

派遣者の情報収集あ るいは ( 相互 ) 派遣による 

情報ネットワークの 形成が調整に 大きな役割を 

果たすことを 見出している・それら 双方向の異 

動は，情報ネットワークを 拡大しその中で 多 

元 的なコンタクトを 開発し一種のインフォー 

マル組織を開発する．そのインフォーマル 組織 

を通じて派遣者は 連結ピンの役割を 果たすこと 

ができる・ このように，異動プロセスは ，調整 

と コントロールに 利用できる国際的な 対人的情 

報ネットワークを 創り出す． また，国際的なプ 

ロジェクト・チームの 編成や，共同プロジェク 

ト，委員会等は ，それと同じ 機能を果たすと 思 

われる．そしてこれら 積極的な人材交流は ， 中 

核 的な価値の共有に 寄与すると考えられる ( 茂 

垣 1993). したがって， この ょう な社会化に よ 

る調整は，相互依存性のレベルが 高く，現地環 

境の類似性が 低 い 場合に よ り多く用いられると 

仮定できる． 

これら調整メカニズムの 仮定される組合せは ， 

図表 5 で示してあ る． 

Ⅳ．今後の課題 

今回は，多国籍企業における 調整メカニズム 

に関して，文献レビュ 一に基づき，われわれの 

いうグローバル 段階での本社一子会社間関係の 

調整メカニズムの 仮説的類型化を 試みた．本文 

で述べたように ， これはまだ実証的データに よ 

って裏 付けられてはいない．その 調査は現在準 

備中であ る．ここでは ，本社 ( 事業部 ) 一子会 

社間関係に焦点を 当てたが，本文で 述べたよう 

に， これまで焦点のあ まり当ててこられなかっ 

た 分析単位があ る よう に思われる・ 調査に基づ 

く仮説モデルの 精級 化と，それら 多元的な調整 

の
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 1) 本稿は，現在進行中の 明治大学社会科学研究所総 

合研究「バローカル 経営の動向と 課題に関する 研 
究 」 (1992 年 4  月一 1995 年 3  月 )  における共同研 
究 ( 研究代表者 : 諸 上皮金明治大学商学部教授， 

共同研究者 : 根本孝・坂本恒夫明治大学経営学部 
教授，池田芳彦文教女子大学専任講師 ) の一部 途 
中 成果に基づいている   ただし本稿における 文 

責は一切筆者にあ る． 
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